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1.  基本的な考え方 

1.１  本市の課題と基準策定の目的 

本市では、昭和３９年の新産都指定以降、人口の急増に伴い学校、市営住宅をはじめとし

た公共建築物や、道路、橋りょう等のインフラ資産を整備してきましたが、これらの多くが

整備後３０年以上経過し、今後は維持管理・修繕等多額の経費が必要になることが見込まれ

ます。 

 施設を継続して運営していくためには、維持管理及び運営費用（以下「管理運営経費」と

いう。）が必要となります。施設の利用にあたり、その対価として利用者から使用料等を徴

収していますが、使用料等だけでは全ての管理運営経費を賄うことができないため、差額は

市民の税金による負担となります。 

本市における施設使用料等は、これまで統一された設定基準がなく、他の類似施設を参考

にするなど、施設ごとにそれぞれの考え方で料金設定が行われてきました。 

今後、施設の老朽化が進み、維持補修も含めた管理運営経費の増加が想定されることから、

管理運営経費や利用実態など踏まえ、利用者と未利用者との負担の公平性・公正性を確保す

るため、施設分類ごとの受益者負担割合や統一的な基準に基づいた算定根拠や定期的な見直

しに関する考え方を整理した基準を策定し、施設使用料等の見直しを行います。 

 

1.２  検討体制 

【全体の体制】                     【庁内の体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課　学校施設課　文化財課　美術振興課　観光課

創業経営支援課　まちなみ企画課　まちなみ整備課　福祉保健課

障害福祉課　健康課　　

作業部会（課長級）

【部会長】財政課長

【副部会長】企画課長

【部会員】

管財課　スポーツ振興課　文化振興課　市民協働推進課　市民課

都市計画部長　教育部長　消防局長　上下水道部長

福祉保健部長　子どもすこやか部長　環境部長　

商工労働観光部長　農林水産部長　土木建築部長

【委員】

副市長　総務部長　企画部長　財務部長　市民部長

検討委員会（部長級）

【委員長】財務部担当副市長
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1.３  使用料等算定の基本方針 

①受益者負担の原則 

公共施設の管理運営コストを全て税金等によって賄った場合、これらを利用しない市民も

間接的に経費を負担していることとなり、公平性に欠けるといえます。そこで施設を利用す

る人と利用しない人との公平性を確保するため、施設利用の対価として受益者に応分の負担

を求めます。 

 

②使用料等算定方法の明確化  

施設利用者に応分の負担を求めるにあたっては、施設の維持に係るコストを明らかにする

とともに、算定方法を明確にして透明性を確保します。 

 

③定期的な使用料等の見直し 

適正な受益者負担を維持するため、原則５年ごとに使用料等の見直しを実施します。 

 ただし、社会経済情勢の変化や、施設の運営方法の変更がある場合などは、周期を待たず

に適宜見直しを実施することとします。  
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1.４  対象施設 

 使用料等を徴収することができる公共施設を対象としますが、次に掲げるものは対象外と

します。 

 

 (1)使用料等の額または算定方法が、国や県の基準、法令等により定められているもの 

  （例）市営住宅、保育所、図書館など 

 

 (2)本基準による算定方式が、施設の性質上適さないもの 

  （例）道路の占用料、公営企業（上下水道、公設卸売市場）の使用料等など 

 

 (3)無料での提供を前提とするもの 

  （例）公園、道路 

 

【対象施設】 
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２． 使用料等算定の考え方 

２.１  使用料等算定の基本的な考え方 

 施設に係る経費には、「建設時及び大規模改修に係る経費」、「災害等により臨時的に係る

経費」、「管理運営経費」があります。 

使用料等算定にあたっては、「管理運営経費」を受益者に求める使用料等の原価とし、施

設の設置目的や行政サービスに応じて設定した「受益者負担割合」を乗じて行うことを基本

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.２  使用料等の原価に含む主な項目 

 使用料等の原価は、施設の管理運営経費に直接的に要する「人件費」および「物件費」と

します。 

公共施設は住民の福祉を増進する目的をもって設置された市民全体の財産であり、設置目

的に合致する限り誰でも利用できる施設であるため、建設や大規模改修に要する経費（減価

償却費）や資本形成（土地取得等）に起因する経費は原価の対象外とします。 

災害等で発生した臨時的経費についても、利用者へ負担を求めることが適切でないため、

原価対象外とします。 
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【使用料等の原価に含む項目】            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【原価の対象外とする大規模改修に要する経費の基準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分　類 項　目 説　明

給料

職員手当

共済費

需用費 消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕料

役務費 通信運搬費、手数料、保険料等

委託料 施設の運営や維持管理に係る業務の委託料

使用料及び
賃借料

機器の賃借料、土地貸借料等

備品購入費 事務用機器、器具等備品の購入費

その他 受益者が負担すべきと考えられる経費

人件費

物件費

サービス提供や施設を維持管理するための業務に
直接従事する職員の人件費
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２.３  使用料等の算定方法 

 使用料等は原則として、次の考え方により算出します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の考え方において算定した使用料等においても、使用料等の額を最終的に決定する際

は、その時々の社会情勢を踏まえ、現行の料金とのバランスを考慮しつつ、以下の留意事項

を含めて総合的に判断し、調整等を図ることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用料等 ＝ 原価 × 性質別受益者負担割

（1）同種・類似のサービスを提供する施設における調整 

（2）利用実態を勘案した料金設定 

（3）激変緩和のための調整等 

（4）付属設備等に係る使用料等の設定  

（5）減免に係る基本的な考え方 

（6）大分都市広域圏市町との調整 

 (7) 指定管理者制度導入施設の取り扱い 
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２.４  使用料等の算定における留意事項 

（１）同種・類似のサービスを提供する施設における調整 

 

 

（２）利用実態等を勘案した料金設定 
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（３）激変緩和のための調整等 

 

 

 

（４）付属設備等に係る使用料等の設定 
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（５）減免に係る基本的な考え方 

 

（６）大分都市広域圏市町との調整 
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（７）指定管理者制度導入施設の取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

※指定管理者制度とは 

 指定管理者制度は、多様化する市民ニーズに効果的、効率的に対応するため、公の施設の

管理に民間の能力を活用し、市民サービスの向上、経費の削減、雇用の創出等を図ることを

目的とするもの。 

 

２.５  その他  

施設の設置形態や利用形態その他の事情により、この基準の算定方法では算定が困難また

は妥当性を欠くものについては、受益者負担の原則に基づいた個別の算定方法により適切な

算定方法を設定できるものとします。 
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３． 受益者負担割合の設定 

３.１  性質別分類の考え方 

 公共施設は、市民の日常生活に必要で、市場原理のもと提供されにくい施設がある一方、

特定の市民が利益を享受し、民間でも類似の施設が存在するものまで多岐にわたっています。 

設置背景や目的、提供サービス内容を踏まえ、施設の種類ごとに「公的関与の必要性」と

「収益可能性」の基準により受益者負担割合を設定します。 

 

【公的関与の必要性】 

施設の性格に対して行政がどこまで関与する必要があるかの度合いを示すもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 施設の性格 対象施設

Ⅰ
高い

①法律で設置が義務づけられている施設

②受益の範囲が不特定多数の市民におよび、サービスの対価の徴収ができない施
設

③市民が社会生活を営むうえで必要な生活水準の確保を目的とした施設

④市民の生命、財産、権利を擁護し、あるいは市民の不安を解消するために、必要な
規制、監視指導、情報提供、相談などを目的とした施設

⑤個人の力だけでは対処し得ない社会的・経済的弱者を対象に、生活の安定を支援
し、あるいは生活の安全網（セーフティ・ネット）を整備する施設

②葬斎場（火葬場）
③葬斎場（霊安室・待合室）
③地区公民館
③庁舎等（市民行政センター、市民センター）
⑤福祉施設

Ⅱ
普通

⑥市民にとって必要性は高いが、多額の投資が必要、あるいは事業リスクや不確実
性が存在するため、民間だけではその全てを負担しきれず、これを補完する施設

⑦市の施策としてその振興を図ることを前提としたうえで、民間のサービスだけでは
市域全体にとって望ましい質、量のサービスの確保ができないため、これを補完・先
導する施設

⑧市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、あるいは国内外へ情報発信すること
を目的とした施設

⑨特定の市民や団体を対象としたサービスを提供する施設であって、サービスの提
供を通じて、対象者以外の第三者にも受益がおよぶ施設

⑦社会教育施設
⑦保健施設（丹生温泉）
⑦スポーツ施設
⑦文化施設
⑦学校施設
⑦産業施設（産業活性化プラザ）
⑦その他施設（その他広場）
⑧美術館等
⑧資料館等
⑧観光施設
⑧その他施設（集客広場）

Ⅲ
低い

⑩上記以外の施設
⑩葬斎場（式場・控室）
⑩その他施設（駐車場）
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【収益可能性】 

施設類型ごとに施設使用料等収入額と支出の実績額をもとに収益率を算出し、将来の収益

可能性を示すもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 対象施設

A
高い（２０％以上）

スポーツ施設、葬斎場（待合室）、観光施設、その他施設（集客広場）、文化施設、
葬斎場（式場・控室）、保健施設（丹生温泉）、その他施設（駐車場）

B
普通

（５％～２０％未満）

地区公民館、社会教育施設、葬斎場（火葬場）、学校施設、
産業施設（産業活性化プラザ）

C
低い（５％未満）

庁舎等（市民行政センター、市民センター）、その他施設（その他広場）、資料館等、
美術館等、葬斎場（霊安室）、福祉施設
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３.２  性質別分類による受益者負担割合 

公共的で民間では提供されにくいが、全ての市民が日常生活に必要なサービスについては、

受益者負担割合を低く設定します。 

市場的で民間でも類似のサービスが提供され、特定の市民が利用する選択的なサービスに

ついては、受益者負担割合を高く設定します。 

 

【施設ごとの受益者負担割合】 

 

 

 

 

ＡⅠ（50～75％程度） ＡⅡ（７５～１００％程度） ＡⅢ（100％）

葬斎場（待合室）

観光施設

文化施設

スポーツ施設

保健施設（温泉施設）

その他施設（集客広場）

葬斎場（式場・控室）

その他施設（駐車場）

ＢⅠ（25～50％程度） ＢⅡ（50～75％程度） ＢⅢ（７５～１００％程度）

葬斎場（火葬場）

地区公民館

社会教育施設

産業施設
（産業活性化プラザ）

学校施設

ＣⅠ（０～２５％程度） ＣⅡ（25～50％程度） ＣⅢ（50～75％程度）

庁舎等
（市民行政センター、
市民センター）

福祉施設

葬斎場（霊安室）

美術館等

資料館等

その他施設
（その他広場）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

高い← 公的関与の可能性 →低い

Ａ

Ｂ

Ｃ

高
い
←

収
益
可
能
性

→

低
い


